
(単位：千円)

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

歳　　　入 31,593,753 32,031,964 31,943,134 31,445,787 32,874,481

歳　　　出 29,074,577 28,955,434 28,574,112 28,638,075 31,213,889

歳入歳出差引額 2,519,176 3,076,530 3,369,022 2,807,712 1,660,592

 翌年度へ繰り越す
 べき財源 701,276 1,089,156 1,183,027 341,756 88,538

実質収支額 1,817,900 1,987,374 2,185,995 2,465,956 1,572,054

　 88,538千円を差し引いた実質収支は、 1,572,054千円となった。(第１表)

　　　　　　　　　　第 １ 表 　決算規模の推移　　　　　　（単位：億円)

平 成 ２ ８ 年 度　一 般 会 計 決 算 の 概 要

　　　　　　　　　　　　　　　 　Ｈ29.3.31   住民基本台帳人口  66,844 人

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 世帯数 　　　　　 25,763 世帯

１．決算規模

　　平成28年度一般会計の決算規模は、歳入 32,874,481千円で対前年度 4.5％増、

　 歳出 31,213,889千円で対前年度 9.0％増となり、 翌年度へ繰り越すべき財源 

315.9 
320.3 319.4 

314.5 

328.7 

290.7 289.6 
285.7 286.4 

312.1 

200

250

300

350

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

歳

入

歳

出

-1-



　　　　　　　　　　　　　第２－１表　 歳入構成比の推移　　　　　  （単位：％）

２．歳　入

　　歳入決算額の構成比を見ると、地方交付税が 28.3％で第１位、市税が 22.6％

　で第２位を占めている。（第２－１表）
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(単位：千円)

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

市　　　税 6,979,846 7,161,408 7,285,268 7,226,053 7,440,588

地方交付税 9,383,528 9,439,428 9,875,898 9,663,564 9,291,726

国県支出金 6,000,094 6,069,730 4,920,488 4,536,817 4,795,754

市　　　債 2,937,000 2,401,500 2,690,400 2,842,300 2,488,900

　　　　　　　　　　　　第２－２表 　歳入項目別決算額の推移　　　 （単位：億円）

　　　国県支出金　-----　4,795,754千円で前年度比 5.7％の増となった。

　　　市　　　債　-----　2,488,900千円で前年度比 12.4％の減となった。

　　歳入決算額の主な項目（第２－２表）

　　　市　　　税　-----　7,440,588千円で前年度比 3.0％の増となった。

　　　地方交付税　-----　9,291,726千円で前年度比 3.8％の減となった。

69.8 71.6 72.9 72.3 
74.4 

93.8 94.4 
98.8 96.6 92.9  

60.0 60.7 

49.2 
45.4 

48.0 

29.4 
24.0 26.9 28.4 24.9 

0

20

40

60

80

100

120

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 

地
方
交
付
税

市

税
国
県
支
出
金

市

債

-3-



(単位：千円)

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

総　務　費 5,512,379 6,075,207 5,030,233 4,953,743 5,535,819

民　生　費 7,447,409 7,827,783 7,906,206 8,264,012 8,794,044

衛　生　費 1,876,946 1,511,957 1,469,379 1,475,089 6,027,760

土　木　費 2,296,777 2,605,221 2,159,570 2,182,852 2,380,219

教　育　費 3,005,324 2,632,557 4,108,584 3,648,719 2,375,484

公　債　費 3,030,256 2,974,966 2,957,710 2,962,001 2,869,062

　　　　　　　　　第３－１表 　目的別歳出の決算額の推移　　（単位：億円）

３．歳　出

　　歳出の主な目的別内訳は、総務費 5,535,819千円、民生費 8,794,044千円、

　衛生費 6,027,760千円、土木費 2,380,219千円、教育費 2,375,484千円、公債費

  2,869,062千円となっている。（第３－１表）
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　　　　　　　　　第３－３表 　性質別歳出構成比の推移　　　（単位：％）

　　義務的経費の割合は、前年度と比べて0.9ポイント低下し、経常的経費の割合

　は 3.9ポイント上昇した。また投資的経費の割合は、5.4ポイント低下した。

 （第３－２表・第３－３表）

　　　　　　　　　第３－２表 　性質別歳出の構成比　　　　　 （単位：％）
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　　　　　　　　　第 ４ 表　 経常収支比率の推移　　　　　　（単位：％）

４．財政の弾力性

　　経常収支比率は 86.2％で、前年度と比べて 1.9ポイント上昇した。

　　このうち、人件費充当は 0.8ポイント上昇し、公債費充当は 0.3ポイント

　低下した。（第４表）
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　　　　　　　　第５－２表 　将来負担比率の推移　　　　　 （単位：％）

５．将来の財政負担

　　実質公債費比率は、8.6％で前年度と比べて 0.4ポイント低下しており、早期

　健全化基準の25％を下回っている。（第５－１表）

　　　　　　　　第５－１表 　実質公債費比率の推移　　　　　（単位：％）

　　将来負担比率は、前年度23.1%であったが、本年度は将来負担額を充当可能財

　源等が上回ったため算定されなかった。（第５－２表）
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(単位：千円)

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

借　入　額 2,937,000 2,401,500 2,690,400 2,842,300 2,488,900

元金償還額 2,668,923 2,640,341 2,660,523 2,699,866 2,645,328

市債現在高 27,941,210 27,702,369 27,732,246 27,874,680 27,718,252

　　　　　　第５－３表 　市債現在高・借入額・償還額の推移 　（単位：億円）

　　市債現在高は、27,718,252千円で、前年度と比べて 156,428千円減少した。

　（第５－３表）
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24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

期 末 残 高 27,941,210 27,702,369 27,732,246 27,874,680 27,718,252

交付税算入見込額 22,672,068 23,050,021 23,327,409 23,817,462 23,947,413

実 質 負 担 額 5,269,142 4,652,348 4,404,837 4,057,218 3,770,839

期 末 残 高 62,679,184 61,566,787 60,168,875 57,427,123 55,897,416

交付税算入見込額 32,809,791 32,950,756 32,780,545 32,736,504 32,419,616

実 質 負 担 額 29,869,393 28,616,031 27,388,330 24,690,619 23,477,800

※交付税算入見込額は、国の理論計算に基づく積算額

全
会
計

(単位：千円)

　　市債現在高のうち、交付税算入見込額を除いた実質負担額は、一般会計で  

　3,770,839千円となり、前年度と比べて 286,379千円減少した。

　　　　　　第５－４表 　市債現在高と交付税算入見込額　　　（単位：億円）
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　（第５－４表）
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(単位：千円)

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

定額運用基金 1,031,647 67,485 67,489 67,505 67,509

特定目的基金 4,987,276 6,246,663 6,167,970 6,227,325 6,466,661

減 債 基 金 75,575 75,605 75,650 75,695 575,721

財政調整基金 3,851,948 5,245,158 6,248,916 7,359,996 8,677,727

　　計 9,946,446 11,634,911 12,560,025 13,730,521 15,787,618

640,192 564,421 677,901 760,056 776,693

10,586,638 12,199,332 13,237,926 14,490,577 16,564,311

一
般
会
計

特別会計　 計

全 会 計　合計

　　　　　　　　　第 ６ 表 　基金現在高の推移　　　 　　　 （単位：億円）

６．基金の現在高

　　一般会計の基金現在高は 15,787,618千円で、前年度と比べて 2,057,097千円増加した。

　　このうち、財政調整基金は 8,677,727千円で、前年度と比べて 1,317,731千円増加した。

　（第６表）
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